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1．序 論
為替危機の勃発後，韓国では社会的両極化現象が顕著に見られるようになり，低所得層が
拡大した。統計庁の資料によると，中所得層の50％未満を相対的貧困階層と定義した場合,
「相対的貧困率」は2003年の13.2％から2009年の15.4％へと増加した。また，中流階級を中
所得層の50％～150％未満と定義した場合，2003年の67.7％から2009年の62.6％へと減少し
た。その結果，韓国社会では短期間のうちに中流階級が低所得層へと転落する現象が生じて
いるのである。
最近韓国では李明博（イ ミョンバク）政権が発足し,「庶民」の経済的福祉を増し加える
ためのさまざまな対策が打たれている。こうした対策は，社会的または包括的に低所得層の
経済的福祉を増大しようという試みである。こうした政策は，盧武鉉（ノ ムヒョン）政権
13
e-mail : kssch@kmu.ac.kr
本研究は2008年度の政府財源（教育科学技術部 新進教授研究支援事業費）として，韓国研究財団の支
援により行われた研究である (KRF2008332B000054）
＜抄録＞
本研究の目的は低所得層世帯の財務状態を分析し，その内容に基づき低所得層世
帯の類型を抽出して，各類型の社会人口学的特性や財務的特性を分析することによ
り，低所得層に対する深層的な理解を得ることにある。経済状態の分析には，所得
と支出，資産と負債などの単純指標に加え，そうした比率を安定性や成長性などの
側面から財務比率として測定する財務比率指標を利用した。また，韓国労働パネル
調査 (KLPIS) の2010年度のデータを資料として活用し，2008年度（調査当時）の
中所得層の50％に相当する年平均所得1,622万ウォン以下の世帯から1,470の事例を
抽出し，PPSS (V.18.0) を利用して統計分析を行った。分析の結果，低所得層の経
済状態は成長性が大きく不足しているものの，安定性は部分的に満たされた状態で
あることが分かった。それで，財務比率の充足状況に応じて最極貧層（2.3％)，生
計貧困層（48.7％)，複合貧困層（39.8％)，希望貧困層（10.1％）に類型化した。
最極貧層は生計を維持するために生活保障支援が必要であり，生計貧困層は負債の
弁済という問題を解決するため，信用救済や負債弁済の調整といった支援が必要で
ある。また，複合貧困層は負債規模の調整による成長性の確保や，資産管理に関す
る相談が必要であり，希望貧困層は経済状態が安定しているため，その成長性を高
めるための資産管理が必要である。
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が行った所得の両極化解消政策とその方向性がよく似ているといえるだろう。このように政
府や社会といった次元では，貧困階層の生活水準を向上させるためのさまざまな対策が試行
されてきたが，学術的次元においては低所得層に関する研究がほとんど進んでいないように
思われる。
近年金融市場で見られる急激な変化，無分別なクレジットカードの使用や限度を超えた
キャッシング，最近世界を揺るがせた金融危機などの影響により，低所得層世帯の財務状態
はさらに悪化している。現在では700万人にも上る低信用階層が存在しており，2009年末現
在，負債を返済できないため信用不良の状態に陥った金融債務不履行者は199万人に達し
（国会立法調査局，2010年)，OECD の基準に基づく貧困階層は300万世帯に達する（朝鮮
日報，2010年３月８日)。
低所得層世帯は根本的に所得や就業構造が不安定なため，一時的かつ小規模なリスクにも
耐えられないという特徴があり，この状況を自力で克服する能力を持たない。さらに問題な
のは，これほど脆弱な状態であるにもかかわらず，金融機関の利用や支援が他の階層に比べ
て非常に限られているため，就業や自活がおぼつかないという点である。低所得層世帯は，
ほとんどの金融機関を利用できない金融疎外階層であり，資産構造的な問題が生じても，そ
の状態を一時的に解消してくれる金融支援を期待できない。そのため低所得層世帯は，たっ
た一度の財政危機で極貧層へと転落する可能性が高いのである。
低所得層世帯は，イコール「経済状態が不良な階層」と画一的に認識されている。しかし，
現実には彼らは，さまざまな経済状態のスペクトルを持つ。低所得層世帯には,「基礎生活
受給対象世帯」のように最低の生活費すら確保できない世帯もあれば，最低生活水準ではな
いものの絶対的貧困状態に陥った世帯もある。また，絶対貧困階層とまではいえないものの，
中流階級に含めることのできない，いわば予備的な階層もある。さらに，債務的問題は負っ
ていないものの，資産構造が極めて劣悪で，老後の備えができていない低所得層世帯もある。
住宅や子供の学資金などのまとまったお金を調達できない低所得層世帯も存在する。中には，
非常事態に備えるゆとりがないため，全く無防備な状態で危機に対処せざるを得ない低所得
層世帯もある。しかし一方では，難しい経済状況の中で貯蓄をしようと努力しており，経済
的に成長する可能性を秘めた低所得層世帯も存在するのである。
低所得層世帯は，行政的または学問的な貧困線に基づき多様な分類または定義が可能だが，
経済構造を深層的に分析してみると，労働状態や財務的状態にさまざまな特徴があることが
分かる。したがって低所得層世帯といっても，その財務状態に応じて異なる特徴を有するた
め，その程度や違いに応じた対策を施すことが必要なのである。
貧困階層や低所得層について，国内のさまざまな分野で行われた過去の研究を考察してみ
ると，為替危機後の貧困階層や低所得層世帯の財務構造に関する研究がほとんど存在しない
ことに気づく。貧困に関する過去の研究は，主に絶対貧困の有無を中心として議論されてお
り，政策的にも絶対貧困を緩和するための「国民基礎生活保障制度」の確立に力が注がれて
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きた。2000年以後の韓国では，絶対貧困状態でない低所得層に対する政策的関心が高まるに
つれて,「予備的階層」を制度的に支援しようという動きが強まっている。予備的階層とは，
政策的な理由から法律で規定されている低所得層の一部のグループを指し，国民基礎生活保
障法に基づく所得認定金額が最低生活費の100％～120％に相当する階層のことである。学術
的分野における予備的貧困層の研究は，現在のところ実体把握にとどまっているのが現状で
ある。
貧困階層や低所得層に関する「社会福祉学」分野の研究は，伝統的に基礎生活保障制度と
受給対象者の選定に関する研究が継続的に行われ，最近では貧困老人や貧困女性が主な対象
となり，研究範囲が狭くなる傾向が観察される。一方で「家計経済学」分野では，貧困世帯
に対する関心よりも経済的資源の多い中流階級以上に主な関心が向いている。社会の低所得
層の生活福祉水準を向上させるためには，ミクロの視点で低所得階層の所得や消費生活水準，
財産保有状態を正確に把握することなど，まずは彼らの経済状態を分析しなければならない。
ところが，低所得層世帯の財務状態や金融利用に関する研究は不十分であり，その原因には
低所得層に対する金融界の無関心が関係している。このように低所得層世帯についての研究
が不足している理由は，低所得層世帯に関する正確な調査資料の不足に起因しており，さら
には財務的観点からこの問題を扱おうとする試みがなかったことにも原因がある。低所得層
世帯の財務問題を単なる負債問題として片付けてしまうのは，明らかに偏った見方であろう。
わが国世帯の資産構造を見ると不動産が70％以上を占めているが，不動産取得には担保貸出
を伴う場合がほとんどであるため，負債の多い世帯は資産も多い場合がほとんどなのである。
したがって，資産構造と就業構造が両方とも劣悪で，いつ債務者世帯に転落してもおかしく
ない低所得層世帯の財務状態を正確に把握することが必要なのであり，低所得層をその経済
状態に応じてさまざまな角度から理解し，政策面での対策を施すことが求められているので
ある。本研究は，低所得層世帯の財務状態を分析し，その多様性に応じて世帯類型に分類し，
各世帯類型の特性を把握することにより，低所得層を対象とした今後の政策判断に資する資
料提供を目的とするものである。
2．過去の研究に関する考察
1) 低所得層の定義と現況
貧困に関する研究の多くは，使用する資料の違い，貧困線の違い，各世帯の能力を表す指
標の違いなどの影響を受け，どのように低所得層の規模を定義すればよいかという点で大き
な違いが生じている。低所得層の定義には，貧困線という概念が関係する。貧困線とは，貧
困状態の階層であると規定する所得水準のことである。
これまでは貧困線の概念を規定する上で，絶対貧困水準を意味する最低生活費や相対貧困
線が使用されてきた。絶対貧困線の一般例には，中央生活保障審議委員会の審議と議決を経
て，保健福祉部が発表した最低生活費の適用がある。また相対貧困線については，OECD
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基準（中所得層の40％，50％，60％以下）の中から50％を適用する場合もある。基礎生活保
障法では，政府が決定する最低生活費の120％が予備的階層であると規定されている。これ
は予備的階層の支援対象が，世帯所得が最大最低生活費210％の世帯まで含むためであると
考えられる（ユン フンシク，2004)。
政府による政策面から低所得層を規定すると，保健福祉部が低所得層を対象として積極的
に実施してきたさまざまな政策のうち，こうした福祉支援対象には自活共同体や低所得階層
が含まれる。さまざまなメディアや政府機関が，経済的危機に直面した低所得層と断定する
グループには，基礎生活受給者，予備的階層，失業者，障害者，老人，債務不履行者，多重
債務者，低信用等級者，低所得層などがある。関連する文献を見てみると，脆弱階層に共通
する特徴は,「貧困性」または「資本からの疎外」であることが分かる。
所得の両極化という面で見てみると，1997年以降の８年間で中流階級の比率が5.3％も減
少したが，一方で下位層は3.7％，上位層は1.7％増加した。したがって，中流層から下位層
へと移動した人口は174.7万人であることが分かる（ミン スンギュ他，2006)。また，OECD
基準によると，2009年にわが国の貧困層世帯は305万8000世帯を記録したが，これにより史
上初めて300万世帯を超えたことになり，2009年１年間だけで13万4725世帯が増加したこと
になる（朝鮮日報，2010年３月８日)。貧困層を１人世帯以上まで含めて集計すると，2006
年の269万世帯から直近の３年間で37万世帯も増加したことが分かる。また，全体の世帯数
（1,692万世帯）のうち2006年の数字は16.7％で，３年間で18.1％増加した。
1998年に生じた為替危機と2003年前後に生じた信用危機を経て，かなりの数の中流階級が
低所得層へと転落した。また，2005年以降，韓国社会の所得両極化はさらに深刻化しており，
現政府も一般市民の生活安定対策をもっとも重要な政策課題とするなど，低所得層の生活安
定は韓国社会が解決するべきもっとも重要な社会問題となった。
2）世帯の財務状態の分析に関連した過去の研究
世帯の財務状態は世帯の財務構造に関する分析と，その分析に基づく財務比率を基盤とし
て評価できる。世帯の財務構造は，主に世帯の所得と支出，資産の状態を分析することによ
り把握できる。そして世帯の財務状態を表す指標としては，世帯の財務比率を利用できる。
純資産の蓄積や貯蓄の分析には単純指標を活用する。こうした単純指標は，経済状態を全体
的に分析するための基礎となるのである。
世帯の財務状態の分析方法として発展したのが，さまざまな財務比率を利用した分析
(Griffith, 1985 ; Mason & Griffith, 1988 ; Lyton, Garman & Porter, 1991 ; Prather, 1990 ; DeVaney,
1993 ; Garman & Forgue, 1994) である。世帯の財務比率を見ると，世帯の財務状態を多角的
に把握できるため，財務相談や財務設計を行う際に，世帯の財務状態を把握するための基
礎的診断指標として用いられている。国内では，ヤン チョンソン（1997)，チェ ユンジ，
チェ ヒョンジャ（1998)，アン スンチョル，キム ニョンヒ（2001)，チェ ヒョンザ，
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イ ヒスク，ソン ヨンエ，ヤン セジョン (2003) などが，安定性指標や成長性指標を使って
わが国の世帯に適した財務比率を導き出し, その準拠する基準を開発した｡ ホ ギョンオクと
ハン スジン（2005）は，所得/支出比率，流動性比率，資産/負債比率に区分して財務評価
指標を構築した（＜表１＞を参照)。しかしながら，財務比率を利用した分析には，財務比
率の定義が一致していないという問題点がある。したがって，財務比率を使用する前に，ど
のような財務比率が適切なのかを決定しなければならず，財務比率の構成項目を測定するの
に適した方法について判断する必要があるのである。
＜表１＞で示した学者たちが研究で利用する財務比率は，大きく３つの種類に分類できる
が，１つは所得と支出の流れを表すものである。つまり，世帯の財務状態を反映した現金の
流れを示すものである。この場合は，消費支出/所得，貯蓄/所得，住居費支出/所得，負債
償還額/所得などが重要な比率として利用されてきた。さらに別の指標は，負債と資産の状
態を表すものである。これは世帯の財務状態を反映した資源の蓄積状態を示している。この
場合は，負債/資産，流動資産/負債，金融資産/総資産，実物資産/総資産，投資資産/総資
産などが主に利用されてきた。最後に，資産状態を表す貸借対照表の要素，現金の流れを表
す消費支出，および所得との比率を表す指標である金融資産/月平均世帯所得，流動資産/
月平均消費支出などが利用されている。
3）低所得層の経済状態に関連した過去の研究
Fan, Chang & Hanna（1992）は，所得変化に応じて負債比率を推定した結果，世帯の財
務分析を行うには負債関連の比率と指標を分析する必要があることを示した。これには，世
帯の所得階層に応じた消費支出を分析した研究（ペ ミギョン, 1998，ソ ヨンギョン, 2000）
や，所得階層別に私教育費の支出水準と変化推移を分析した研究（イ ソンリム, 2002)，世
帯の財務構造が私教育費の支出に及ぼす影響を分析した研究（イ スンシン, 2003)，所得階
層別に世帯の財務構造を分析した研究（ホ ギョンオク，ハン スジン, 2005）などが関係す
る。
ペ ミギョン（1998）は，低所得層の福祉を向上させる所得再分配効果を促すための経済
政策を考慮する際，低所得層の世帯特性をさらに細分化して，年齢やその他の人口社会学的
集団に分類し，福祉プログラムを適用するための根拠を示す必要があることを強調した。
ソ ヨンギョン（2000）は，低所得層を世帯所得に基づき下位30％と定義して，IMF 前後の
消費支出構成費の変化を分析した結果，低所得層は IMF 前よりも消費支出が 15％減少し，
他の所得階層よりもさらに減少したことを明らかにした。イ スンシン（2003）は，低所得
層世帯の財務構造や財務状態は非常に不安定で，世帯の負債償還能力が不足しており，年間
所得と比較して償還負債規模が大きいものと評価した。ホ ギョンオクやハン スジン（2005）
は，下位25％を低所得層と定義して財務構造を分析した結果，金融資産を利用して総負債を
償還できる負債償還能力がもっとも低く，財政的な不安定要素が大きいと考え，財政的安定
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＜表１＞ 世帯の財務比率の類型と準拠の基準
財務比率類型 準拠基準 財務比率類型 準拠基準
Lytton, Garman & Porter（1991） DeVaney（1993）
月平均純消費支出/月平均可処分所得 1.0未満 年間住居費/総所得 0.28以下
年間総貯蓄/年間可処分所得 世伝所得10％ 流動資産/可処分所得 0.25以上
月平均総住居支出/月平均可処分所得 0.30～0.40 年間負債支払額/可処分所得 0.40以下
流動資産/月平均純消費支出 2～6ヶ月分 総資産/総負債 1.0以上
月平均消費者負債償還額/可処分所得 0.10以下 年間消費者負債支払額/可処分所得 0.15以下
総年間負債償還額/総年間所得 0.30～0.35 投資資産/純資産 0.25以上
総住居資産/総住居関連負債 －
投資資産/純資産 0.20以上
Griffith（1985） ヤン チョンソン（1997）
流動資産/月支出額 2～6ヶ月以上 年間総支出/年間総所得 1.0未満
(流動資産＋その他の金融資産)/月支出額 6.0以上 主観的最低生活費/月平均世帯所得 1.0未満
流動資産/総負債 0.1以上 主観的最低生活費/月支出 1.0未満
(流動資産＋その他の金融資産)/総負債 0.2～0.3以上 金融資産/月支出額 3.0以上
流動資産/非担保負債 1.0以上 金融資産/純資産 0.25以上
流動資産/純資産 金融資産/総負債 0.1以上
流動資産/純資産 実物資産/総負債 1.0以上
流動資産/年間負債負担額 0.5以上 総資産/総負債 1.0以上
(流動資産＋その他の金融資産)/年間負債負担額 1.0 総負債/純資産 1.0以上
総負債/純資産 1.0 総負債/年間総所得 －
非担保付負債/純資産 0.4（最大）
（純資産価値＋純有形資産)/純資産 1.0
(純資産価値＋純有形資産－住宅の価値)/純資産 0.2
(純資産価値＋純有形資産)/固定現金資産 2.0（最小）
純有形資産/純資産 －
所得創出資産/純資産 －
チェ ユンジ，チェ ヒョンザ（1998） ホ ギョンオク，ハン スジン（2005）
月平均消費支出/月平均可処分所得 1.0未満 月平均消費支出額/月平均世帯所得 0.9未満
年間総貯蓄額/年間処分所得 0.1超過 総貯蓄額/総所得 0.1以上
流動資産/月支出額 3.0超過 金融資産/月平均世帯所得 1.0以上
流動資産/年間可処分所得 0.25超過 金融資産/総資産 0.1以上
流動資産/純資産 0.25超過 金融資産/総負債 0.1以上
流動資産/総負債 0.1超過 月平均負債償還額/月平均世帯所得 0.25以下
総負債/純資産 1.0未満 投資資産/純資産 0.2以上
実物資産/総負債 1.0超過
アン スンチョル，キム ニョンヒ（2001）
チェ ヒョンザ，イ ヒスク，
ヤン セジョン，ソン ヨンエ（2003）
投資資産/純資産 0.2超過 月平均消費支出/月平均世帯所得 0.9未満
月平均総住居支出/月平均可処分所得 0.30～0.40 月平均保険料/月平均世帯所得 0～0.2
年間総貯蓄額/年間可処分所得 0.1以上 年間総貯蓄額/年間可処分所得 0.1以上
流動資産/可処分所得 0.25以上 金融資産/月平均生活費 1.0以上
流動資産/月平均消費支出 2～6ヶ月 金融資産/月平均世帯所得 1.0以上
流動資産/純資産 0.25以上 金融資産/総資産 0.1以上
流動資産/総負債 0.1以上 月平均負債償還額/月平均世帯所得 0.25以下
総負債/純資産 1.0未満 総負債/総資産 10以下
実物資産/総負債 1.0以上 総負債/総資産 0.8以下
投資資産/純資産 0.2以上 投資資産/総資産 0.05～0.1
実物資産/総資産 0.9以下
を図るための財政管理プログラムの企画方法を摸索する必要があると提案した。
3．研 究 方 法
1) 分析の枠
本研究の対象である「低所得層」は，OECD が規定した相対貧困層の基準に従い，中所
得層の50％未満であると定義した。わが国の経済規模が世界の10位以内に入ることを考える
と，韓国の低所得層を絶対貧困の概念をベースに規定するのは適切ではない。低所得層のさ
まざまな世帯特性を把握するという研究目的に沿って，最低生活費をベースにした絶対貧困
層よりも，包括的な相対貧困層を含めるのが適切であろう。OECD 基準に準拠して低所得
層を定義すると，本研究で利用する調査資料の調査実施年度である2008年の中所得層の所得
が270万４千ウォン（月）であるため，低所得層に分類される所得金額は135万２千ウォン未
満となる。これを年所得に換算すると1,622万４千ウォンとなる。
本研究では前述の経済状態の評価指標のうち，所得，消費，資産の状態を表す単純指標と
財務比率の指標とを同時に使用するのがよいと判断した。第一に，世帯の財務状態を表す単
純指標として，所得の規模，源泉，消費支出項目の変遷と貯蓄の有無，資産保有の有無やそ
の種類などが含まれる。第二に，世帯の財務状態を評価する財務比率指標のうち，本研究の
対象である低所得層の経済状態を評価するのに適した指標を採用する必要があるとの認識に
基づき，経済状態の安定性を表す世帯収支指標，住居支出指標，非常資金指標，危険準備指
標を採用した。また，低所得層は負債の負担が非常に大きいものと判断し，負債償還指標と
負債負担指標を採用した。そして，低所得層の成長性を表す貯蓄傾向指標と実物資産指標を
採用し，低所得層であることを考慮して投資資産指標は除外した。
＜研究問題１＞低所得層世帯の財務構造について，財務比率指標の分析により，どのように
安定性と成長性の側面を評価できるか？
＜研究問題２＞財務比率指標の充足程度を根拠にすると，低所得層世帯はどのように類型化
できるか？
＜研究問題３＞研究問題２で抽出した低所得層の世帯類型別の社会・人口学的特性や財務的
特性はどのようなものか？
2) 調査資料
本研究では，韓国雇用労働部の傘下にある韓国労働研究院が2008年に実施した「2010年度
韓国労働パネル調査 (Korean Labor and Income Panel Survey：以下 KLIPS)」の調査資料を
利用した。KLIPS 調査とは，済州島以外の全国に居住する5,000世帯を対象に毎年行われて
いる調査である。KLIPS 調査では「世帯主調査」と「世帯員調査」の２種類が行われるが，
世帯主調査では世帯主またはその配偶者が回答することを原則としている。本研究で使用し
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た調査は世帯主調査を基本とし，回答者に該当する世帯員調査も合わせて分析資料として活
用した。
本研究は低所得層のみを対象とするため，2008年度の中所得層の2,704万ウォン（統計庁
所得分配指標，サムスン経済研究院，2010年の資料を採用）の50％以下に相当する1,622万
４千ウォンを低所得層の所得水準の基準とした。これを月平均所得で換算すると135万２千
ウォンとなるが，この水準は2008年度の保健福祉部 告示４で提示された１家族の月平均最
低生活費である1,105,480ウォンよりも22％以上高い水準である。KLIPS 全体の世帯対象者
5,000世帯のうち，年間総所得が1,622万４千ウォン以下に該当する最終分析対象は，1,470世
帯であった。本調査の分析対象となった1,470事例では，すべて世帯主が回答した。
3) 変数の定義と測定ツール
経常所得については，所得源泉の分類に応じて勤労所得，財産所得，事業所得，譲渡所得
をそれぞれ分析する。本研究の対象である低所得層世帯の場合，譲渡所得の比率が経常所得
全体に相当することが予想される。譲渡所得とは，労働や資本の代価としてではなく，公的
または私的な手段で受け取る所得のことである。世帯の消費実態調査項目としては，各種の
年金所得（公務員年金，私学年金，国民年金）が譲渡所得に含まれる。支出を通して低所得
層の経済的福祉を実現するには，消費支出金額の全体的規模だけでなく，個々の費目で効果
を生むような直接的支出があるかどうかを分析する必要がある。特に低所得層の場合，消費
支出費目の中でも住居費や教育費の支出規模が重要となってくる。
資産は実物資産と金融資産とに区分されるが，実物資産には金，銀，不動産などが含まれ，
金融資産にはその世帯が金融機関に預けた積立金，貯蓄型保険，有価証券，契などが含まれ
る。負債はさまざまな分類基準で区分されるが，本研究では貸出提供機関を基準として分類
した労働パネル資料の分類基準に従い，金融機関負債，社金融負債（保有不動産のチョンセ
保証金，社債，契の配当金など）とする。本研究の目的は，低所得層の資産や負債の保有と
その内容を把握することにあるため，資産の種類の中でも住宅資産と負債がもっとも重要な
要素であると思われる。
本研究で使用した変数は，社会人口学的変数，財務変数，およびその他の変数で構成され
ている。低所得層の経済状態を分析する単純指標に，月平均世帯所得，月平均可処分所得，
月平均生活費，月平均貯蓄型保険料，月平均負債償還額，年間総貯蓄額，金融資産，投資資
産，実物資産，総資産，総負債が含まれる場合，これらの変数については次の＜表２＞で定
義するとおりである。経済状態を評価するための財務比率を選定するため，前述の過去の研
究を参考にした。特にチェ ヒョンザ（2003）の研究を主要な資料として参照し，研究対象
が低所得層であることを考慮に入れてその内容を補完した。また KLIPS の調査では，調査
時の所得に関する質問で税金を除外した年所得額を尋ねているため，可処分所得ではなく月
平均世帯所得を採用した。
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安定性指標としては６種類を選定した。消費傾向，住居安定，非常資金，危険準備金，負
債償還負担，負債規模である。また成長性指標は全部で４種類を選定したが，それぞれ貯蓄
傾向，流動性，証券投資傾向，実物投資傾向である。安定性指標を測定する財務比率が成長
性指標よりも２つ多い理由は，低所得層にとって成長性よりも安定性確保の優先度が高いた
めである。住居安定はチェ ヒョンジャなど（2003）の研究で開発された指標には含まれて
いないが，低所得層には重要な財務問題であると判断して採用することとした。最終的に採
用した財務状態評価のための財務比率指標については，＜表３＞を参照していただきたい。
4) 分析方法
本研究の目的を達成するため，SPSS Window (ver. 18.0) プログラムを利用して統計分析
を行った。低所得層世帯の財務状態の単純指標と，財務比率の平均や充足率を分析するため，
貧困度分析を実行した。また，抽出された低所得層世帯の類型別に社会人口学的特性や財務
的特性を分析するため，分割表分析 (crosstabs) や分散分析 (ANOVA F-test) を実施した。
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＜表２＞ 変数の定義
変数名 変数の定義
月平均世帯所得
過去１年間の税金を除く月平均所得（労働パネル資料では，その特性上，税金を除い
た所得を尋ねた｡）
月平均勤労所得＋金融所得＋不動産所得＋社会保険所得＋譲渡所得＋その他の所得
月平均可処分所得 過去１年間の税金を除く月平均所得のうち，月平均社会保険料を除いた所得
月平均生活費 過去１年間の月平均総消費支出額
月平均教育費
過去１年間の月平均公教育費（学校登録金，納入金など）と私教育費（学院，家庭教
師など）に支出した金額
月平均住居費 過去１年間の住居費（月家賃，電気水道ガス料金などの住宅管理費）に支出した金額
月保険料
過去１年間の月平均国民年金＋医療保険料＋保証型保険料＋終身保険料＋貯蓄型保険
料＋個人年金保険料を合算
月平均貯蓄型保険料
過去１年間の自動車保険を除くすべての民間貯蓄型保険の支払額
月平均貯蓄型保険料＋個人年金保険料を合算
月平均負債償還額
過去１年間に負債償還のために毎月支払った金額
月平均金融機関負債償還額＋月平均私金融負債償還額
年間総貯蓄額 過去１年間の月平均貯蓄額×12ヶ月
金融資産 金融券や社金融貯蓄の保有額
（投資資産） 保有株式，国公債，債券などの時価総額
実物資産 保有不動産の時価総額
総資産 金融資産＋実物資産
総負債 金融券や社金融負債の保有額
4．研 究 結 果
1) 調査対象者の社会人口学的および財務的特性
調査対象世帯の社会人口学的特性を調べてみると，調査対象世帯の世帯主の性別は，男性
の場合が862人で全体の59.6％，女性の場合が585人で40.4％となり，回答者の大部分が世帯
主であることを考えると，男性の世帯主が女性の世帯主より20％近く多くなることが分かっ
た。調査対象世帯の世帯主の年齢は，20代が７％，30代が10.2％，40代が12.7％，50代が
15.2％，60代が22.8％，70代以上が31.0％で，低所得層の老人人口がかなりの比率を占める
ことが明らかになった。
また調査対象者の学歴は，無学の場合が210人（14.3％)，小学校卒業が389人（26.9％)，
中学校卒業が243人（16.8％)，高等学校卒業が363人（25.1％)，２年制大学または専門学校
卒業が71人（4.9％)，４年制大学卒業が 241人（16.7％)，大学院卒が27人（1.9％）となっ
た。調査対象者の居住地域は，ソウルと京畿地域が556人（38.4％)，８つの広域市地域が
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＜表３＞ 低所得層世帯の財務状態を評価するための財務比率指標
評価指標 概 念 財務比率 選定原則
安
定
性
指
標
世帯
収支
世帯所得に対する生活費の割合で，消費傾向と赤
字かどうかを把握するための指標
月平均生活費/
月平均世帯所得
低いほど望ましい
（0.9以下）
住居
安定
世帯所得に対する住居費の割合で，住居安定性を
把握するための指標
月平均住居費 /
月平均世帯所得
低いほど望ましい
（0.28以下）
非常
資金
ビジネス上の問題などで一時的に所得が中断する
場合に，遊動性の大きい金融資産で現在の生活水
準を何ヶ月程度維持できるかを評価するための指
標
金融資産/
月平均生活費
高いほど望ましい
（３以上）
リスク
準備金
長期的リスクに対する準備程度を把握するための
指標。世帯所得に対する保険料の支出割合を測定
し，リスクに対する準備の程度を評価するための
指標
月平均保険料/
月平均世帯所得
高いほどリスク準備は万
全だが，過度に高いと消
費が縮小する
（０～0.2）
負債償還
負担
毎月支出のある負債償還額が世帯の所得に占める
割合のこと。流量的な側面から負債負担を評価す
るための指標
月平均負債償還額/
月平均世帯所得
低いほど望ましい
（0.25以下）
負債
規模
世帯が保有する総資産で負債を清算できるかどう
かを明らかにする。負債清算能力を評価するため
の指標
総負債/総資産
低いほど望ましい
（0.8以下）
成
長
性
指
標
貯蓄
傾向
世帯所得からどの程度貯蓄しているかを測定する
ことにより，その世帯の将来の成長可能性を評価
年間総貯蓄/
年間総所得
高いほど望ましい
（0.1以上）
証券投資
傾向
資産を運用しながら，リスクはあるものの収益性
が相対的に高い投資資産としてのポートフォリオ
を構成する程度を測定するための指標
投資資産/
総資産
高いほど収益性は高まる
が，リスクは相対的に増
加（0.05～0.1）
実物投資
傾向
総資産のうち実物資産が占める割合のこと。その
世帯の実物資産への投資傾向を評価するための指
標
実物資産/
総資産
低所得層の場合，過度に
低いのは問題
（0.5～0.9以下）
遊動性
総資産のうち金融資産が占める割合のこと。その
世帯の遊動性を明らかにするための指標
金融資産/
総資産
高いほど望ましい
（0.1以上）
408（28.2％)，江原道などのその他の地域が483人（33.4％）となった。調査対象世帯の世
帯主の就業状態は，就業している世帯が47.3％に過ぎず，半分にも満たなかった。
調査対象世帯の年間平均所得は821万ウォンで，月平均世帯所得は68万５千ウォンの水準
であった。これは，調査当時の2008年度における４人家族の月平均最低生活費（2008年度
韓国保健福祉部指定）の1,105,480ウォンの62％程度の数値である。具体的に所得の内訳を
調べてみると，年間勤労所得の平均は485万２千ウォン，年間金融所得の平均は14万６千
ウォン，年間不動産所得の平均は34万２千ウォン，年間社会保険収入の平均は49万５千ウォ
ン，年間譲渡所得の平均は226万７千ウォン，年間のその他の所得の平均は11万４千ウォン
という水準だった。月平均生活費は76万９千ウォンで，このうち月平均教育費は平均６万２
千ウォン，月平均住居費は平均12万７千ウォンとなった。また月平均貯蓄額は７万７千ウォ
ンの水準だったのに対し，月平均保険料は平均４万６千ウォンの水準だった。総資産は世帯
当り平均2,387万４千ウォンであり，金融資産は世帯当り平均689万５千ウォン，実物資産は
世帯当り平均1,661万４千ウォンの水準だった。総負債は世帯当り平均1,538万ウォンであり，
月負債償還金は平均６万２千ウォンの水準だった。
このように単純財務指標の数値がかなり低い理由は，所得を得ることができない世帯の存
在にある。＜表５＞で示すとおり，低所得層世帯の所得内訳を調べてみると，勤労所得のあ
る世帯は56.4％に過ぎず，社会保険の受給（19.3％）や譲渡所得（69.8％）に依存する世帯
が数多く存在することが分かる。67％もの大多数の低所得層世帯は，所得水準が低いために
貯蓄することができず，貯蓄の方式は預金や積金（31.3％）や積立式ファンド（74.0％)，
貯蓄型保険（12.2％）が多かった。
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＜表４＞ 調査対象者の社会人口学的特性
変数 項目 貧困度 ％ 変数 項目 貧困度 ％
性別
男 862 59.6
学歴
無学 210 14.5
女 585 40.4 小学校 389 26.9
合計 1447 100.0 中学校 243 16.8
年齢
20代 101 7.0 高等学校 363 25.1
30代 148 10.2 大卒以上 241 16.7
40代 184 12.7 合計 1446 100.0
50代 220 15.2
居住地域
ソウル/京畿 556 38.4
60代 335 23.2 広域市 408 28.2
70代以上 459 31.7 その他 483 33.4
合計 1447 100.0 合計 1447 100.0
就業有無 就業 685 47.3
未就業 762 52.7
合計 1447 100.0
＊ 各変数の合計が異なるのは欠測値があるためである。
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＜表５＞ 低所得層世帯の財務的特徴（n＝1,470，単位：万ウォン）
変数 最小 最大 平均 変数 最小 最大 平均
年間総所得 0 1620 821.6 月平均生活費 0 590 78.4
年間勤労所得 0 1620 485.2 月平均教育費 0 233 6.2
年間金融所得 0 960 14.6 月平均住居費 0 60 12.7
年間不動産所得 0 1440 34.2 総資産 0 200000 2387.4
年間社会保険所得 0 1560 49.5 金融資産 0 25000 689.5
年間譲渡所得 0 1612 226.7 実物資産 0 200000 1661.4
年間のその他の所得 0 1500 11.4 総負債 0 202000 1538.0
月平均世帯所得 0 135 68.5 月負債償還金 0 8333.3 6.2
月平均可処分所得 0 134.9 68.2 純資産 －134000 151500 849.4
月平均貯蓄額 0 333 7.7
月平均保険料 0 120 4.6
＊ 各変数の合計が異なるのは欠測値があるためである。
＜表６＞ 低所得層世帯の財務構造
変数 ある ない 合計
所得有無
勤労所得者の有無 814（56.4） 620（43.6） 1434（100.0）
金融所得の有無 89（ 6.2） 1344（93.8） 1433（100.0）
不動産所得の有無 116（ 8.1） 1318（91.9） 1434（100.0）
社会保険受給者の有無 277（19.3） 1157（80.7） 1434（100.0）
譲渡所得の有無 1008（69.8） 436（30.2） 1444（100.0）
生活保護対象世帯への該当有無 138（ 9.6） 1295（90.4） 1433（100.0）
その他の所得の有無 61（ 4.2） 1382（95.8） 1443（100.0）
貯蓄有無
貯蓄の有無 466（33.0） 947（67.0） 1413（100.0）
預/積金の有無 146（31.3） 320（68.7） 466（100.0）
個人年金の有無 23（ 4.9） 443（95.1） 466（100.0）
保証型保険の有無 18（ 3.9） 448（96.1） 466（100.0）
終身保険の有無 16（ 3.4） 450（96.6） 466（100.0）
積立式ファンドの有無 345（74.0） 121（26.0） 466（100.0）
貯蓄型保険の有無 57（12.2） 409（87.8） 466（100.0）
契掛金の支払の有無 11（ 2.4） 455（97.6） 466（100.0）
資産有無 居住住宅の保有 743（50.6） 716（49.7） 1443（100.0）
その他の不動産保有 237（16.1） 1206（82.0） 1443（100.0）
金融資産（預/積金）保有 669（45.5） 774（52.5） 1443（100.0）
自動車所有の有無 331（22.9） 1112（77.1） 1443（100.0）
負債有無 負債の有無 496（34.9） 947（65.6） 1443（100.0）
金融機関負債 390（26.6） 1068（73.4） 1443（100.0）
個人的に借りたお金 117（ 8.1） 1326（91.9） 1443（100.0）
資産については，居住する住宅を保有しているケースは50.6％で過半数程度であり，居住
する住宅以外に不動産を保有しているケースも16.1％程度であった。また，金融資産の内訳
としては，預/積金を保有するケースがもっとも多く45.5％であり，低所得層の金融資産保
有形態は主に預/積金であることが分かる。さらに，自動車を保有する世帯は23.4％で，比
較的自動車保有率が低かった。負債構造を調べてみると，負債を抱えた世帯は34.9％であり，
特に金融機関からの負債を抱える場合が26.6％，社債を保有する場合が8.0％となった
2）低所得層世帯の財務状態分析－安定性や成長性の側面から
財務比率を利用して低所得層世帯の財務状態を評価してみると，安定性指標は世帯収支，
非常資金，住居安定，危険準備，負債負担，負債規模で構成され，成長性指標は貯蓄傾向，
流動性，証券投資傾向，実物投資傾向で構成されている。
まず安定性について調べてみると，世帯収支指標（月平均生活費/月平均世帯所得）は平
均点数が高い水準にあり，準拠基準を満たすことができず，基本的な生活要件を満たす面で
全般的に問題があることが分かる。また，世帯収支の準拠基準を満たす世帯の比率（充足率）
は37.1％に過ぎず，それ以外の63％の世帯では毎月の生計を立てることが困難になっている
可能性がある。非常資金準備指標は，平均点数が９を越えており，月平均生活費の９倍程度
の金融資産を保有していることが分かる。しかしながら，準拠基準の３を満たす世帯の比率
は 44.7％に過ぎず，過半数を越える世帯が非常資金の準備の面で問題を抱えているものと
思われる。住居安定指標は，月平均住居費が月平均世帯所得の32％水準となっており，準拠
基準の28％をわずかに下回っている。その反面，住居安定指標の準拠基準を満たす世帯は
73.5％となっており，大部分の低所得層世帯で住居問題の水準が相対的に低いことが分かる。
危険準備状態とは，月平均世帯所得のうち月平均保険料が占める割合のことである。準拠
基準は0.2以下だが，この数字の充足率は86.2％で，危険準備をしている世帯が大多数を占
めている。負債償還負担指標については準拠基準は0.25以下となっており，準拠基準の充足
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＜表７＞ 低所得層世帯の財務状態の評価指標の分析
経済状態評価指標 該当する財務比率 準拠基準 平均 充足率（％)
安定性
指標
世帯収支 月平均生活費/月平均世帯所得 0.9以下 2.11 37.1
非常資金 金融資産/月平均生活費 3以上 9.08 44.7
住居安定 月平均住居費/月平均世帯所得 0.28以下 0.32 73.5
危険準備 月平均保険料/月平均世帯所得 0～0.2 0.13 86.2
負債償還負担 月平均負債償還額/月平均世帯所得 0.25以下 1.99 85.3
負債規模 総負債/総資産 0.8以下 1.61 42.0
成長性
指標
貯蓄傾向 年間総貯蓄額/年間可処分所得 0.1以上 －0.17 21.3
流動性 金融資産/総資産 0.1以上 0.39 42.6
証券投資傾向 投資資産/総資産 0.05～0.1 .005 0.1
実物投資傾向 実物資産/総資産 0.9以下 0.12 42.7
率は85.3％にものぼり，調査対象世帯のうち負債償還負担が非常に大きいのはごく一部であ
ることが分かる。負債規模は準拠基準の0.8に対する充足率が42％しかないことに示されて
いるように，大部分の低所得層世帯にとって過剰な負債が当面の主な財務的課題であること
が分かる。
成長性指標には，貯蓄傾向，流動性，証券投資傾向，実物投資傾向が含まれる。貯蓄傾向
では，0.1以上という準拠基準を満たした世帯は21.3％しかなかった。流動性指標は準拠基
準の0.1を上回る数値が示されたが，この数値を満たした世帯の割合は42.6％に過ぎず，過
半数以上の低所得層世帯が依然として流動性の問題を抱えていることが分かる。
証券投資傾向の準拠基準を満たした世帯はわずか0.1％であった。実物投資傾向について
は，42.7％が0.9以下の準拠基準を満たしている。
以上のとおり，低所得層世帯の財務状態は，全般的に生計を維持するだけの生活費の不足，
負債償還の負担大，危険準備の不足といった否定的な面が見られるが，一方で，非常資金の
確保，流動性の確保，貯蓄意志の存在などの肯定的な面も見られると評価できる。研究の結
果，安定性指標と成長性指標という各財務比率の準拠基準の充足率の側面で調べると，充足
率がもっとも低い部分は成長性指標の証券投資傾向であり，次に貯蓄傾向が続く。また，成
長性指標の流動性や実物投資傾向も42％と充足率が過半数に達しない水準である。安定性指
標のうち，危険準備，住居安定，負債償還負担の充足率は80％を越える良好な状態だが，一
方で世帯収支，非常資金，負債規模の充足率は30～40％で，成長性指標よりは高いものの相
対的に低かった。
3）経済状態に応じた低所得層世帯の類型化
低所得層世帯の類型化については，経済状態を評価する安定性指標と成長性指標を満たし
ているかどうかを基準に分類した。まず，安定性指標を評価する６種類の指標の準拠基準を
満たしているかどうかを評価したところ，６種類すべてを満たす世帯は157世帯，すなわち
全1470世帯の10.7％にすぎなかった。また，安定性を評価する６種類の指標すべてを満たす
ことができない世帯が19世帯あり，全1470世帯の1.3％に相当する。また，４種類の成長性
指標をすべて満たす世帯はたった一つしかなく，これをすべて充足できない世帯は733世帯
で，全1470世帯の49.9％に達した。各財務比率の充足程度に応じて３等級に分割し，交差分
析を実施した結果，低所得層世帯は次の＜表８＞のような分布となった。交差分析結果の安
定性指標と成長性指標の各充足水準は，有意水準を0.001とすると，統計的に見て有意な関
連性のあるものとして示された。また，分析結果のうち貧困度の高い交差分析のセルを中心
として，＜表８＞のようにＡ～Ｄ類型に区分してみた。安定性指標と成長性指標をすべて満
たした事例が１つだけあったが，これは例外的事例であると判断し，低所得層世帯の類型か
ら除外した。
低所得層世帯の類型を整理してみると，Ａ型は安定性・成長性とも著しく欠けている低所
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得層世帯の類型で，調査対象世帯のうち19世帯がこれに属する。Ａ型は，安定性と成長性は
もちろん，生計維持さえおぼつかない最極貧層と名付けることにする。Ｂ型は，安定性につ
いては部分的またはすべてが満たされているものの，成長性の全くない低所得層世帯の類型
で，調査対象世帯のうち716世帯がこれに属する。低所得層世帯全体の過半数程度の比率で
あり，もっとも大きなグループだといえるが，生計は維持できる生計貧困層と名付けること
にする。
Ｃ型は，安定性と成長性がすべてまたは部分的に満たされている低所得層世帯の類型で，
調査対象世帯のうち585世帯がこれに属する。低所得層世帯全体の39.8％を占める２番目に
比率の高い類型である。Ｃ型の特徴は，強くはないが成長性を示しているという点である。
生計維持の水準から少し進んで，成長の可能性を示す複合的特性を持ったグループといえる
ため，複合貧困層と名付けることにする。
Ｄ型は安定性がすべて満たされており，成長性についても部分的に満たされている。低所
得層世帯の類型では，もっとも経済状態が良好なグループである。調査対象世帯のうち149
世帯がこのグループに属し，およそ10％と推定される。安定性がすべて満たされているため，
その世帯が発展するための土台が据えられていると評価し，希望貧困層と名付けることにす
る。
4）低所得層世帯の類型別の社会人口学的特性
本分析は，低所得層世帯の類型ごとに社会人口学的特性を調べることにより，今後どのよ
うな経済的支援を政策面で行うことができるか判断するための示唆を得ることを目的として
行った。そのために，世帯主の年齢，居住形態，世帯主の性別，世帯主の学歴，住居地域，
世帯主の就業状況，就労者の有無などを使用して分割表分析 (crosstabs) を実施した。その
結果，住居地域以外の変数が，世帯類型が変わると統計的に留意すべき差異を示した。まず，
Ａ型（最極貧層）は該当する事例数（19世帯）が非常に少なく，統計分析結果を一般化する
には解釈に多少の制限を加える必要がある。世帯主の年齢別に見ると，Ｂ（生計貧困層）は
50代～70代が相対的に多く，高老年層が多かった。反面，Ｃ（複合貧困層）は20代～40代の
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＜表８＞ 低所得層世帯の類型
成長性指標の充足水準
すべて未充足 部分的に充足 すべて充足 合計
安定性指標
充足水準
すべて未充足 Ａ 17（ 2.3％) Ａ 2（ 0.1％) 0 19（ 1.3％)
部分的に充足 Ｂ 708（48.2％) Ｃ 585（39.8％) 1（0.1％) 1294（ 88.0％)
すべて充足 Ｂ 8（ 0.5％) Ｄ 149（10.1％) 0 157（ 10.7％)
合計 733（49.9％) 736（50.1％) 1（0.1％) 1470（100.0％)
カイ二乗＝150.397，遊動比＝179.954
*** p＜.001
比率が相対的に高く青中年層が多かったが，Ｄ（希望貧困層）は相対的に20代と70代が多い
結果となった。
世帯類型別に居住形態の特徴を見てみると，Ｂ型（生計貧困層）で持ち家よりチョンセ/
ウォルセの比率が高かった。一方でＣ型（複合貧困層）とＤ型（希望貧困層）の場合，持ち
家の比率が54％程度で，過半数をやや上回る結果となった。世帯類型別に世帯主の性別を見
てみると，Ａ型（最極貧層)，Ｂ型（生計貧困層)，Ｃ型（複合貧困層）では男性が世帯主で
ある比率が高いが，Ｄ型（希望貧困層）では女性が世帯主である比率が相対的に高かった。
Ｃ型とＤ型は,「ハウスプアー」すなわち家を所有しているものの低所得層に属する階層だ
といえるだろう。
世帯類型別に世帯主の学歴特性を見てみると，Ｂ型（生計貧困層）は小卒以下の比率が相
対的に高かった。またＣ型（複合貧困層）は高卒や大卒以上の比率が相対的に高く，Ｄ型
（希望貧困層）は小卒以下の比率が相対的に高かった。
世帯類型別の住居地域特性については，統計的に留意すべき差異は見られなかった。世帯
類型別に世帯主の就業状況を調べてみると，Ｃ型（複合貧困層）やＤ型（希望貧困層）では
世帯主が就業している世帯が就業していない世帯より相対的に多いが，Ｂ型（生計貧困層）
では世帯主が就業している世帯が相対的に少なかった。また，世帯内の就労者の有無を合わ
せて分析してみると，Ｄ型（希望貧困層）だけが，就労者がいると回答した世帯が，いない
と回答した世帯より相対的に多いという結果になった。世帯主が就業しているＡ型，Ｂ型，
Ｃ型のうち，その世帯に就労者のいるＣ型がいわゆる「ワーキングプア｣，すなわち就業は
しているものの低所得層に属する世帯となるわけである。
5）低所得層世帯の類型別の財務的特性
世帯類型別の財務的特性を調べるため，世帯類型別に単純指標と財務比率指標の差を統計
分析した。統計的に検証 (F-test) した結果，単純指標では実物資産，月負債償還金，財務
比率指標では負債償還負担，実物投資傾向を除く各財務指標が，統計的に留意するべき差異
を示した。
まずＡ型（最極貧層）は，該当する事例数（19世帯）が大変少なく，統計分析の結果を一
般化するには解釈に多少の制限を加える必要がある。
Ｂ型（生計貧困層）の場合，年平均世帯所得は776万９千ウォンだったのに対し，月平均
世帯所得は64万７千ウォン，月平均生活費は67万４千ウォンで，若干の赤字となっているが，
何とか世帯収支の均衡を保てる経済状態だといえる。総資産規模は1,623ウォン，総負債は
1,714万ウォンの水準で，純資産がマイナスの資産状態である。ここで注目すべきなのは，
月負債償還金の規模（月12万ウォン程度）が，他の低所得層の世帯類型と比較してもっとも
大きく，平均６万ウォンの２倍にのぼる規模であるため，財務的負担が非常に大きいように
思える点である。財務比率面では，非常資金指標が0.5しかなく，所得が中断されると従来
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の生活水準を１ヶ月も維持できない水準のため，非常資金の準備が急務であった。また，負
債償還負担指標が3.8と，非常に高い水準となっている。本分析において，調査対象となっ
た低所得層世帯のうちもっとも大きな割合を占める生計貧困層は，生計は何とか維持してい
るものの，負債償還がかなりの負担になっているといえる。
Ｃ型（複合貧困層）の場合，年平均所得は848万７千ウォン，月平均世帯所得は70万７千
ウォン，月平均生活費は91万９千ウォンで，世帯収支がかなりの赤字状態にある。総資産規
模は平均3,469万５千ウォン，総負債は平均1,538万ウォンで，調査対象となった低所得層の
世帯類型ではもっとも資産状態が良好だったが，財務比率で負債規模を見ると3.75ともっと
も高い数値を示しており，平均すると総負債規模が総資産規模より高い世帯が多いことが分
かる。財務比率面で見ると，世帯収支指標が3.30と赤字状態の世帯が非常に多いことが分か
る。この類型の流動性指標は0.75で，金融資産の割合が高い世帯が大部分を占めているが，
実物投資傾向は0.12と比較的低い水準で推移している。
Ｄ型（希望貧困層）は，年平均世帯所得が1,090万８千ウォン，月平均世帯所得は84万２
千ウォン，平均生活費は55万９千ウォンで，調査対象となった低所得層世帯の類型で世帯収
支が唯一黒字の世帯である。総資産の規模が平均1,971万４千ウォン，総負債の規模が平均
66万２千ウォンと，非常に資産状態が良好である。財務比率面で見ると，安定性指標では，
非常資金指標が23.9と非常に高いものの，危険準備指標は低い数値（0.01）となっている。
成長性指標では，流動性指標が0.91で非常に高いものの，実物投資傾向は0.12と低い数値と
なっており，資産構成が金融資産中心に偏っていることが分かる。ところが，証券投資傾向
を見ると0.01で，証券投資は避ける傾向にあることが見て取れる。つまり，大部分の資産は
預金や積立金の形態で保有していると考えられる。
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＜表９＞ 低所得層の世帯類型別の社会人口学的特性（％)
変数 区分 A (最極貧層) B (生計貧困層) C (複合貧困層) D (希望貧困層) 合計
世帯主
年齢
20代
1 30 51 18 100 カイ二乗＝
68.670***
遊動比＝
75.168***
5.3％ 4.3％ 8.7％ 12.1％ 6.9％
30代
5 52 77 14 148
26.3％ 7.5％ 13.2％ 9.4％ 10.2％
40代
4 90 83 7 184
21.1％ 13.0％ 14.2％ 4.7％ 12.7％
50代
5 112 86 17 220
26.3％ 16.2％ 14.7％ 11.4％ 15.2％
60代
4 160 142 29 335
21.1％ 23.1％ 24.3％ 19.5％ 23.2％
70代
0 249 146 64 459
0.0％ 35.9％ 25.0％ 43.0％ 31.7％
合計
19 693 585 149 1446
100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
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居住
形態
持ち家
7 320 317 81 725 カイ二乗＝
14.378**
遊動比＝
14.313**
36.8％ 44.7％ 54.2％ 54.4％ 49.4％
チョンセ/
ウォルセ
など
12 396 268 68 744
63.2％ 55.3％ 45.8％ 45.6％ 50.6％
合計
19 716 585 149 1469
100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
世帯主
性別
男
12 417 362 70 861 カイ二乗＝
11.306**
遊動比＝
11.105**
63.2％ 60.2％ 61.9％ 47.0％ 59.5％
女
7 276 223 79 585
36.8％ 39.8％ 38.1％ 53.0％ 40.5％
合計
19 693 585 149 1446
100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
*** p＜.001
世帯主
学歴
小卒以下
2 316 202 79 599 カイ二乗＝
48.877***
遊動比＝
48.244***
10.5％ 45.6％ 34.5％ 53.0％ 41.4％
中卒
4 123 96 20 243
21.1％ 17.7％ 16.4％ 13.4％ 16.8％
高卒
7 170 157 28 362
36.8％ 24.5％ 26.8％ 18.8％ 25.0％
大卒以上
6 84 130 22 242
31.6％ 12.1％ 22.2％ 14.8％ 16.7％
合計
19 693 585 149 1446
100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
住居地域
ソウル/京畿
11 283 210 51 555 カイ二乗＝
12.447
遊動比＝
12.480
57.9％ 39.5％ 35.9％ 34.2％ 37.8％
広域市
5 194 176 33 408
26.3％ 27.1％ 30.1％ 22.1％ 27.8％
その他
3 239 199 65 506
15.8％ 33.4％ 34.0％ 43.6％ 34.4％
合計
19 716 585 149 1469
100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
世帯主
就業状態
就業
14 279 300 91 684 カイ二乗＝
34.147***
遊動比＝
34.451***
73.7％ 40.3％ 51.3％ 61.1％ 47.3％
未就業
5 414 285 58 762
26.3％ 59.7％ 48.7％ 38.9％ 52.7％
合計
19 693 585 149 1446
100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
就労者
有無
ある
2 368 340 103 813 カイ二乗＝
29.687***
遊動比＝
31.443***
10.5％ 53.6％ 58.8％ 69.1％ 56.7％
ない
17 319 238 46 620
89.5％ 46.4％ 41.2％ 30.9％ 43.3％
合計
19 687 578 149 1433
100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
*** p＜.001
5．結 論
本研究では，低所得層世帯の財務状態の分析と類型化を試行し，その類型別に社会人口学
的特性と財務的特性を分析することにより，低所得層を画一的に理解するのではなく，より
深層的に考察することを目的とした。経済状態を分析するために，所得と支出，資産と負債
などの単純指標と，それらの比率を安定性や成長性の側面から財務比率として測定する財務
比率指標を利用した。そのために韓国労働パネル調査 (KLPIS) の10次年度データを活用し，
調査が実施された2008年度の中所得層の50％にあたる，年平均所得1,622万ウォン以下の世
帯1,470事例を抽出し，SPPSS (V.18.0) を利用して統計分析を実施した。
分析の結果，第一に韓国の低所得層世帯の全般的な所得状態は，勤労所得者のいる場合が
56.4％，社会保険受恵者のいる場合が19.3％，譲渡所得のある場合が69.8％となり，主に社
会保障や譲渡所得が勤労所得や金融所得の不足を補う構造となっていることが分かった。お
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＜表10＞ 低所得層世帯の類型別の財務的特性（単位：万ウォン)
Ａ
最極貧層
Ｂ
生計貧困層
Ｃ
複合貧困層
Ｄ
希望貧困層
全体 F-test
単
純
指
標
年間総所得 154.6 776.9 848.7 1009.8 821.1 26.32***
年間勤労所得 52.6 440.4 507.3 662.6 484.5 12.28***
月平均世帯所得 12.9 64.7 70.72 84.2 68.4 26.32***
月平均生活費 137.1 67.4 91.9 55.9 76.9 39.53***
月平均教育費 26.3 4.9 8.0 0.7 5.9 13.85***
月平均住居費 20.4 11.9 13.1 9.31 12.2 11.38***
月平均貯蓄額 18.2 0.6 14.1 14.3 7.6 63.16***
月平均保険料 11.4 2.5 7.40 2.9 4.6 39.01***
総資産 315.8 1623.1 3469.5 1971.4 2376.8 4.20**
金融資産 26.3 31.8 1360.6 1291.0 688.6 47.17***
実物資産 289.5 1591.3 2048.4 557.6 1651.7 1.19
総負債 6205.3 1714.3 1538.0 66.2 1535.0 3.79**
月負債償還金 3.2 12.0 0.8 0.0 6.2 0.33
純資産 －5889.5 －91.2 1931.5 1905.2 849.4 10.47***
財
務
比
率
安
全
性
指
標
世帯収支 4.40 1.40 3.30 0.71 2.11 4.69**
非常資金 0.10 0.50 15.90 23.90 9.08 56.26***
住居安定 0.50 0.30 0.40 0.11 0.32 4.92**
危険準備 0.60 0.10 0.20 0.01 0.13 4.70**
負債償還負担 1.10 3.80 0.40 0.02 1.99 0.32
負債規模 0.63 0.21 3.75 0.02 1.61 7.27***
成
長
性
指
標
貯蓄傾向 －14.4 －.11 0.08 0.14 －0.17 49.37***
流動性 0.01 0.00 0.75 0.91 0.39 1063.3***
証券投資傾向 0.00 0.00 0.01 0.01 .005 4.07**
実物投資傾向 0.10 0.14 0.12 0.12 0.12 1.97
*** p＜.001
そらく70代以上のシルバーエイジが31.7％も占めているため，こうした財務的構造が表れた
ものと思われる。月平均世帯所得より月平均生活費の方がわずかに多くなっているように，
全般的に世帯収支が赤字状態の世帯が大部分である。しかし，貯蓄をしていると答えた世帯
が 1/3 となっており，今後の成長のために努力している世帯がある程度存在していると評
価できる。資産と負債の規模については，純資産の平均が847万ウォン程度あることを考え
ると，資産面で破産状態に陥った世帯は多くないと考えられる。
第二に，財務比率の準拠基準の充足率から見てみると，低所得層世帯の全般的な経済状態
としては，安定性指標の充足率が成長性指標の充足率よりはるかに高く，成長性が著しく欠
けた状態であると思われる。具体的には，住居安定，危険準備，負債償還負担などは良好だ
が，世帯収支，非常資金準備，負債規模，貯蓄傾向，流動性，証券投資傾向，実物投資傾向
は良好とはいえなかった。特に，成長性指標では証券投資傾向や貯蓄傾向，安定性指標では
世帯収支の充足率が非常に低調だった。
第三に，各財務比率の充足状態に基づき，世帯類型を4種類の類型で区分した。低所得層
世帯の類型を整理すると，Ａ型は安定性と成長性が両方とも著しく欠けた低所得層世帯の類
型。調査対象世帯のうち19（2.3％）世帯がこれに属し，安定性と成長性はもちろん，生計
維持さえおぼつかない最極貧層である。Ｂ型は，安定性は部分的または全体的に満たされて
いるが，成長性が全く期待できない低所得層世帯の類型であり，調査対象世帯中のうち716
（48.2％）世帯がこれに属する。彼らは，何とか生計を維持できる状態の生計貧困層である。
Ｃ型は，安定性と成長性が両方とも部分的に満たされた低所得層世帯の類型であり，調査対
象世帯のうち585（39.8％）世帯がこれに属する。Ｃ型の特徴はある程度の成長性が見られ
る点にあるといえるが，生計維持から少し進んで成長可能性が垣間見られる複合的な特性を
持つ集団であるといえるため，複合貧困層と名付けることにした。Ｄ型は安定性がすべて満
たされており，成長性も部分的に満たされた低所得層世帯の類型である。もっとも経済状態
が良好な低所得層のグループであり，149世帯（10.1％）がこれに属する。安定性がすべて
満たされているため，世帯が発展するための土台がしっかりしていると評価できるため，希
望貧困層と名付けることにした。
第四に，低所得層の世帯類型別に特性を見てみると，Ａ型の最極貧層は19の事例しかない
ため，一般化するには多少の無理があるものの，中壮年層が相対的に多く，成長性のみなら
ず世帯収支において深刻な赤字を抱えている。Ｂ型の生計維持型は，世帯収支の赤字は深刻
ではないものの，中高年層の比率が相対的に多いため成長性が低く，大きな負債償還負担を
抱えている。Ｃ型の複合貧困層は，世帯収支が深刻な赤字状態の場合もあるが，青壮年層が
相対的に多いため，今後の成長可能性が期待できる。ただし，負債規模がかなり大きいため，
今後は負債償還の問題が深刻になる可能性が高い。また，証券投資傾向が低く，流動性が高
い資産管理の特性を考えると，成長可能性が萎縮した状況だといえる。Ｄ型の希望貧困層は，
20代と70代が他の類型より相対的に多く，興味深いことに世帯主が女性である比率が相対的
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に高い。安定した老後生活を送るシルバーエイジと，成長の可能性を秘めた青年層の比率が
相対的に高いことが伺われる。世帯収支が黒字となっている唯一の低所得層類型であり，貯
蓄傾向もある程度確保されているため成長の可能性がある。ただし，流動性があまりにも高
く，証券投資傾向や実物投資傾向があまりにも低いことを見ると，預金/積金中心の資産管
理をする傾向があるといえる。
こうした分析結果を踏まえて，低所得層を対象とした金融支援政策についていくつか提案
したい。まず金融支援政策は，低所得層に対する深層的な理解に基づき多角的に行う必要が
あるだろう。韓国の低所得層を対象とした金融支援政策は，金融債務不履行者を対象とした
信用救済と信用回復支援，低信用者を対象とした低金利信用貸出支援 (micro finance) に分
けることができる。最近韓国では破産制度の誤用と乱用，破産調停前の財務相談の不在が問
題となっており，信用回復支援制度が多少の効果を表しているが，債務調整を一律に適用し
ているとの評価もある。低所得層世帯の財務比率を適用することにより，生計維持の可能性
や資産構成，消費傾向や貯蓄傾向などを分析し，破産の当否や債務調整条件の決定に反映す
ることが望ましい。
さらに低信用者の場合は，消費傾向や貯蓄傾向，危険準備，非常資金準備などの特性が多
様であることが予測されるため，彼らを対象として信用貸出支援（マイクロファイナンス）
を行う際，さまざまな貸出条件や貸出限度，貸出償還方式，貸出金利などを決定する上で，
各種の財務比率を考慮することが望ましい。信用救済制度やマイクロファイナンスを拡大す
る場合，受恵者の道徳的弛緩を誘発してしまうしきい値というものがある。こうした道徳的
弛緩を最小のものに抑えつつ，低所得層の経済的自活を促すためには，低所得層の経済状態
を分析し，彼らの経済状態や経済行為の傾向および問題点を十分に考慮して提供する必要が
ある。
本研究で類型化した低所得層の世帯類型のうち，成長の可能性を秘めた希望貧困層と複合
貧困層は，こうした金融支援政策を政府が実施することで自立する可能性が十分にある。特
にこの２つの類型には20代～40代の青壮年層の比率が相対的に高く，今後の成長可能性を期
待できる。この類型の財務管理的側面における問題点は，流動性に頼る傾向が非常に強く，
預金/積金といった金融資産に重点を置いている点であろう。この結果は，低所得層世帯に
も資産管理に関する教育や相談が必要であることを意味している。今後は，経済的資源が豊
かな階層を対象に行われてきた財務教育や相談サービスを，社会福祉の一貫として低所得層
にも幅広く提供しなければならない。
本研究で扱った財務状態の変数，つまり世帯所得や消費支出，資産や負債，その他のさま
ざまな財務比率は，世帯に含まれる人数によって変わってくるものである。そうではあるが，
本研究では低所得総世帯の全般的な財務状態の把握を目標としたため，世帯の人数に応じた
差異を分析することはできなかった。今後の研究では，最近急増している単独世帯，夫婦世
帯，および他世帯の人間を含む低所得層世帯にそれぞれ細分化し，財務状態の差異を調べる
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必要があると思われる。また本研究で意図したわけではないが，低所得層世帯の類型のうち
絶対貧困世帯の類型はわずか19世帯しかなかったため，一般化するには問題があり，社会人
口学的特性や財務状態的特性を深層的に分析することが困難であった。従って，絶対貧困層
世帯類型の研究方法を改良するなど，さまざまなアプローチが今後必要になると思われる。
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金聖淑氏の報告をめぐる討議
金聖淑氏は，低所得層世帯に対して画一的な支援政策がとられてきたことによって政策上
のミスマッチが生じてきたこと，低所得層世帯に対する効果的な支援政策の構築のためには，
低所得層世帯を画一的にとらえることなく，各世帯の経済状態を分析することによる低所得
層世帯の類型化がまずもって必要であること，また，類型別低所得層世帯の財務的特性を社
会人口学的特性と絡ませて分析することにより，低所得層世帯に対する支援政策策定のため
の基礎データが提供できること，データ分析を通じて社会福祉政策・保障制度のあり方を具
体的に提言することができるという視点で，意欲的な研究成果報告を行った。
たしかに，低所得者に対する画一的支援は，単純に経済的（金銭的）支援に偏りがちであ
り，このような画一的支援は低所得者をして道徳的陥穽に陥らせるという問題も生じる。支
援は，原則として被支援者を支援対象から脱出させる方策ととらえられるべきで，この点で，
報告者の研究方向に共感を覚えるものである。
支援のあり方は，報告者の言うように，被支援者の現状にあわせて柔軟に対応すべきであ
る。第一の要素は，世帯における所得構成，経済状態の分析である。また，被支援者が高齢
者である場合は，現状からの脱出が困難な場合もあろう。母子世帯，女性世帯，扶養家族構
成なども考慮にいれた支援策がとられるべきである。社会人口学的特性と絡ませた研究の必
要性を主張されるのは，報告者がこの点を重視している証左である。
世帯の経済状態を分析する上では，まず，収入としての所得と支出といった家計収支の年
間ないし月平均数値，ならびに，収支結果としての資産・負債に関する数値データの調査収
集を適格に行わねばならない。
同時に，本報告では，低所得層世帯の経済状態と社会人口学的特性を絡めた分析を行って
いるので，その妥当性についても検証する必要がある。私の専門分野である会計学における
財務分析でも，分析目的（安定性や収益性）に適合する財務分析指標（流動比率・当座比率
・自己資本比率，総資本利益率など）の選択，そのために収集すべき財務データの選定が決
定的に重要である。また，解釈にあたっては，規模別・産業別特性などとの絡みで財務分析
指標を読みとらねばならない。
本研究報告でも，低所得層世帯の経済状態を把握するために，安定性と収益性といった両
面からの評価を行うために，６つの安定性指標と４つの成長性指標を取り上げて分析を行っ
ている。加えて，社会福祉政策・保障制度のあり方に対する示唆を得るために，財務指標分
析によって得られた低所得層世帯の類型を社会人口学的特性と絡めて分析を行うなど，非常
に精緻な研究と評価できるものである。
しかし，ここでとられた分析手法がユニーク，かつ意義深いものであるとしても，分析自
体の適格性についてはいくつかの点において疑問を呈することができよう。先に指摘したよ
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うに，分析目的（安定性と収益性）に適合する分析指標が選択されているか，そのために収
集すべき財務データの選定が適当であるか，また，解釈が的確に行われているかどうかであ
る。討論者は，以下の諸点についてコメントしたい。
１．本研究における低所得層分析は，単純に世帯別財務数値データを使った分析が行われて
いる。
現在，韓国も日本も，都市集中型人口移動による核家族化現象があるとはいえ，日本の
場合，世帯数は4,906万（2005年)，うち単独世帯数1,445万（構成割合29.5％)，１世帯当
り世帯員数2.52人（出典：総務省統計局刊行，総務省統計研修所編集「日本の統計 2010｣）
である。したがって，世帯員減少傾向にあっても，単独世帯数が 1 / 3 に満たないこと，
世帯別構成員数が平均2.52人であるという事実は，経済状態の評価指標の分析において単
身者世帯と複数者世帯とに分けて分析すべきでないかという疑問である。この現象は，韓
国においても同様と考えられる。
２．財務分析指標で使用する財務データとして月平均世帯所得（月平均所得－税金）を用い
ている（表３･７)。
世帯所得にとって，税金と社会保険料は選択の余地のない所得マイナス項目という性質
で同類と考えられる。また，世帯構成員数によっては社会保険料数値が高くなる可能性も
あるため月平均世帯所得からさらに月平均社会保険料をマイナスした月平均可処分所得を
分析データとしての月平均世帯所得として利用すべきでないか。
３．財務支出データとして月保険料が計上されており，その定義内容を見ると，公的・私的
保険料すべてが含まれている（表２)。
月保険料は，安定性指標としてのリスク準備金，すなわち，長期リスクに対する準備の
程度を把握するための指標として使われている。しかし，月保険料には保障型保険料や貯
蓄型保険料など自発的な保険料支払い額に加えて，国民年金，医療保険などの公的保険料
まで含まれている。公的保険料のように，強制的に徴収される保険料を含めることは，リ
スク準備の意思と乖離する可能性もあり，対リスク評価判断に含めることには問題がある。
４．成長性指標では，証券投資傾向や実物投資傾向が分析対象とされている。(表３･７）
証券投資傾向は総資産に対する投資資産で示されるが，投資対象として株式・社債になら
んで国公債も含められている。しかし，国公債は投資資産としてのリスク・リターンの性
格が一般有価証券とは異なるため，選定原則として説明されている「ハイリスク・ハイリ
ターン」の性向を示すとは言えないのではないか。同様に，実物投資傾向を見るための実
物資産には保有不動産全体が含まれているが，自宅不動産とその他収益性不動産とは異な
る扱いをすべきでないか。
５.「低所得層世帯の財務状態の評価指標分析」では，各分析評価指標を準拠基準と平均の
比較による分析，また準拠基準の充足率による分析を行っている。(表７）
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この分析においては，準拠基準の充足率に意味があるが，平均値との比較については，
疑問がある｡「負債償還負担」をみても，充足率が85.3％と負債償還負担が問題となる世
帯は非常に少ないと考えられるにもかかわらず，平均は1.99と，準拠基準の0.25以下とい
うに数字に比較して非常に大きな数字となって問題があるように誤解される可能性がある。
コメントで示したように，報告者の分析手法にはいくつかの疑問を呈することができよう。
しかし，本研究がたんなる低所得層世帯の所得分析にとどまらず，安定性と成長性という財
務分析指標を使った分析を行っていること，さらには，社会人口学的特性と絡ませて分析す
ることによって，低所得層世帯への効率的な社会福祉政策・保障制度の策定にあたって貢献
度の高い研究であることは論をまたない。報告者のさらなる緻密な分析研究を期待するもの
である。 （本学経営学部教授 朴大栄）
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